第１号様式（第５条関係）
　  
      　　　　　　　　　　　              　　                            　　　　年　　月　　日
　  　　京都府知事　様
        　　　　　　　　            　  　   　　住所又は所在地(電話番号)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及び代表者の氏名　　　　　　　　　印　
研究開発等事業計画認定申請書
　　　　京都府中小企業応援条例第７条第１項の規定により、研究開発等事業計画の認定を受けたいので

申請します。
注　次に掲げる書類（申請者が個人の場合にあっては、(1)、(3)及び(5)の書類）を添付してください。
　　　　(1) 研究開発等事業計画書
      　(2) 定款又は有限責任事業組合契約書の写し
　　　　(3) 申請の日の属する事業年度の直前の２事業年度における貸借対照表、損益計算書及び事業報告書
　　　　(4) 登記事項証明書
　　　　(5) 府内において事務所又は事業所を設置し、当該事務所又は事業所において継続して事業を実施してい
ることが分かる書類
（別表１）

京都府中小企業応援条例

研究開発等事業計画書

　　　　　　　　
	EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o(\s\up 9(ふりがな),申請者)
	

	EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o(\s\up 9(ふりがな),代表者氏名)
	
	資本金
	千円

	所 在 地
	〒



	連 絡 先
	担当者　　　　　　　　　　　　E-mail:

TEL  (    )    -              FAX  (     )       -

	業   種
	
	設 立
	（創業：　　　　年   月   日）

　　　　　年　   月　   日

	従業員数

（組合員数）
	　　　　　　　　名〈社員：　　　　　名、パート等：　　　名〉

　（　　　　　　　名）

	企 業 等

の 沿 革
	

	経営方針

（経営哲学、社訓、経営

戦略等）
	

	企 業 等 

の 強 み

（得意分野、独自技術、

 設備、人材、連携、知的

財産等）
	

	補助金等を受けた実績
	年度
	補助金等名
	交付機関等
	金額（千円）


	
	
	（対象事業：　　　　　）
	
	

	
	
	（対象事業：　　　　　）
	
	

	
	
	（対象事業：　　　　　）
	
	


	事 業 の

テ ー マ


	

	事業計画

類　　型
	（対象となる類型全てに丸印を付けてください）

（1） 新たな技術の研究開発及びその成果の利用に関する事業

（2） 新たな商品の研究開発又は生産に関する事業

（3） 新たな役務の研究開発又は提供に関する事業

（4） 商品の新たな生産又は販売の方式に関する事業

（5） 役務の新たな提供の方式に関する事業

（6） 事業化のために必要な需要の開拓に関する事業

（7） 独自の技術等の高度化による新たな需要の開拓に関する事業

	事 業 の

目    標


	

	経営の向上

の　程　度
	指  標
	現状（千円）
	計画終了時の目標伸び率（計画期間）（％）

	
	付加価値額


	
	（　　年　月～　　年　月（　年計画）

	
	一人当たりの付加価値額
	
	

	
	
	（単位：　）


	

	事 業 の

実施体制


	

	研究開発等事業の内容
	

	
	
	


	新規性、独自性及び既存技術等との相違点



	自社の強み等を生かせる部分



	市場の状況




（指標の算出式）　　・付加価値額　＝　営業利益　＋　人件費　＋　減価償却費

　　　　        　　　　　　・一人当たりの付加価値額　＝　付加価値額　÷　従業員数

研究委託の有無　　　有　　　無　　（○印）

「有」の場合に記入してください。

	目　　的
	

	委 託 先
	

	所 在 地
	

	内　　容


	

	予定金額
	


	目　　的
	

	委 託 先
	

	所 在 地
	

	内　　容


	

	予定金額
	


＊記入欄が足りないときは追加してください。

（付加価値額等の算出方法）

人数、人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を参入しましたか。（はい・いいえ）

減価償却費にリース費用を参入しましたか。（はい・いいえ）

従業員数について就業時間による調整を行いましたか。（はい・いいえ）

（別表２）

研究開発等事業の実施項目及び時期                          　 ※実績欄は申請時には記入不要

	番号
	研究開発等事業
	実　　績

	
	実施項目
	時　期
	※

実施

状況
	効　果
	対　策
	計画と実績が異なる場合はその理由

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（別表４）
１　設備等投資計画（機械設備）　　　　　　　　　　　                    　　　　　　　（単位：千円）

	
	設 備 等
	導入年度
	単 価
	数量
	合計金額

	１


	
	
	
	
	

	２


	
	
	
	
	

	３


	
	
	
	
	

	４


	
	
	
	
	

	５


	
	
	
	
	

	６


	
	
	
	
	

	７


	
	
	
	
	

	８


	
	
	
	
	

	９


	
	
	
	
	

	10


	
	
	
	
	


※記入欄が足りない場合は、追加してください。
２　設備等投資計画（土地・建物）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	１
	施設の内容
	導入年度
	投資金額

	
	利　用目　的
	
	
	

	
	所在地
	
	
	

	
	土　地

（敷地）
	　　　　　　㎡
	
	

	
	建　物
	建築面積：　　　　　　　㎡
延床面積：　　　　　　　㎡
構造等：

（うち研究開発等事業に供する部分　　　　　　　　　　　㎡）
	
	

	２
	利　用目　的
	
	
	

	
	所在地
	
	
	

	
	土　地

（敷地）
	　　　　　　㎡
	
	

	
	建　物
	建築面積：　　　　　　　㎡
延床面積：　　　　　　　㎡
構造等：

（うち研究開発等事業に供する部分　　　　　　　　　　　㎡）
	
	


※記入欄が足りない場合は、追加してください。

（別表５）

　    組合等が研究開発等事業に係る試験研究費に充てるためその構成員に対して賦課しようとする

負担金の賦課の基準

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     （単位　千円）

試験研究の名称
	年度
	賦課基準
	負担金の合計及び

その積算根拠
	構成員別の賦課金額

及びその積算根拠

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（別表６）

事業計画の公表について

　      「研究開発等事業計画」が認定された場合、記載内容を事例集等で公表してよろしいでしょうか。以下の該当

する項目に○印をしてください。

（認定が決定時の報道発表の際は、公表させていただきます。）

１　申請者名

（　可　・　否　）

２　代表者名

（　可　・　否　）

３　資本金

（　可　・　否　）

４　所在地

（　可　・　否　）

５　従業員数

（　可　・　否　） 

６　電話番号

（　可　・　否　）

７　認定事業計画の概要
（　可　・　否　）

関係機関への連絡について
　「研究開発等事業計画」が認定された場合、記載内容を下記の関係機関に送付することを希望する場合に

は、該当箇所に○印をしてください。
　　　　・　京都信用保証協会　　　（　有　・　無　）

　　　　・　公益財団法人京都産業２１　（　有　・　無　）

記入要領　　※申請書作成の際、必ずお読み下さい

　１　企業等の強み
　　別表１の該当する欄に、自社が特に得意な分野や独自のノウハウ、特筆すべき機械設備や特殊な技能を有する人材、保有する特許など自社の強みを概ね５ページ以内で自由に記入してください。

２　補助金等を受けた実績

別表１の該当する欄に、過去に受けた実績のある補助金等を記入してください。（京都府以外の補助金等も記入してください。）

なお、現在または今後、申請の予定がある補助金等がある場合もこの欄に記入してください。

３　成長発展の程度を示す指標
　　別表１の該当する欄に、付加価値額（営業利益、人件費及び減価償却費の合計額）又は一人当たりの付加価値額のいずれかを用いてください。これら以外に、「売上」、「経常利益」など、より適切な指標がある場合には、その指標を記入してください。

（１）人件費は、以下の各項目の全てを含んだ総額としてください。ただし、これらの算出ができない場合には、平均給与に従業員数を掛けることによって算出してください。

　　　・売上原価に含まれる労務費（福利厚生費、退職金等を含んだもの）
　　　・一般管理費に含まれる役員給与、従業員給与、賞与及び賞与引当金繰入れ、福利厚生費、退職金及び退職給与引当金繰入れ
　　　・派遣労働者、短時間労働者の給与を外注費で処理した場合の当該費用
（２）減価償却費は、以下の各項目の全てを含んだ総額としてください。ただし、各費用項目について把握できない場合においては、当該項目については省いてください。
　　　・減価償却費（繰延資産の償却額を含む。）
　　　・リース・レンタル費用（損金算入されるもの）

（３）一人当たりの付加価値額
・勤務時間によって人数を調整してください。

・従業員数の定義については、付加価値額の定義と整合性のとれるものとすることが必要です。例えば、派遣労働者や短時間労働者に係る経費を付加価値額に算入した場合は、分母にも加える必要があります。（その際には、勤務時間によって人数を調整する必要があります。）

４　研究開発等事業計画の内容等

　　　別表１～４（グループ等の場合は別表１～５）に記載してください。

  　　なお、別表２の記載方法は、次のとおりとします。

（１）番号は、１、２ 、１－１、１－２、１－１－１、１－１－２というように、実施項目を関連付けて記載してください。

（２）「項目」は、具体的な実施内容を記載してください。

（３）実施時期は、「項目」を実施する時期を記載してください（月単位）。

※「実績」欄は、計画が実施された後、申請者が計画の実施状況を把握することを容易にするためのもので、申請の段階で記載する必要はありませんが、計画の進捗に応じ以下のとおり記載してください。


５　経営計画
　　　別表３に、直近3年間の決算書から記入してください。創業3年未満の場合は記入できる範囲を記載してください。また、研究開発等事業計画に係る設備投資計画を予定している場合は、併せて別表４に記載してください。

○組合等、企業連携及び産学公連携の場合における、申請書等の記入方法等について
	申請者等
	組合等の場合
	企業連携の場合
	産学公連携の場合

	（第１号様式）
研究開発等事業計画認定申請書
	組合等の住所、名称、代表者の氏名を記入してください
	全ての申請企業の住所、名称、代表者の氏名を記入してください

	（別表１）
研究開発等事業計画書
	 1ページ目
	申請代表者がまとめて作成してください
	申請企業ごとに作成してください

	
	 2ページ目
 3ページ目
	申請代表者がまとめて作成してください

	
	
	※「事業の実施体制」欄には、全体の実施体制（申請者以外の連携先も含む）を記入してください

	（別表２）研究開発等事業の実施項目及び時期
	申請代表者がまとめて作成してください

	（別表３）経営計画
	申請者ごとに全体の計画を作成してください

	（別表４）設備等投資計画
	申請者ごとに作成してください


（別表５）

	組合等が研究開発等事業に係る試験研究費に充てるためその構成員に対して賦課しようとする負担金の賦課の基準
	生産数量（金額）、従業員数、出資金等を記入してください
	作成は不要です


実施状況　Ａ：計画通り順調に進んでいる。　　　Ｂ：計画よりも少し遅れている。


　　　　　Ｃ：計画よりもかなり遅れている。　　Ｄ：延期


　　　　　Ｅ：中止　　　　　　　　　　　　　　Ｆ：その他


効果　　　◎効果が十分上がった。○ほぼ予定の効果が得られた。△少し効果があった。


×ほとんど効果がなかった。


対策　　　実施状況に応じて、追加対策を実施することとした場合は、追加した実施項目を別表２に記入してください。
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